





































が内在している。なかでも、企業の保有する「営業秘密」 、特許権 著作権および商標権等とともに、知的財産権の一つとして、企業の競争力や持続的発展にとって重要な源泉となってい 。しかし、被用者の転職あるいは起業に伴って、 「営業秘密」の漏洩・流出 問題となってきた。こうした被用者等の人を介しての「営業秘密」の漏洩・流出のリスクに対処するために 在職中あるいは退職時に、被用者が職務上知り得た秘密を漏洩しない義務を定める秘密保持特約
（２）
や、これを実質的に担保するために使用者と競業する会社に転職あるいは起業しない義務を定


















反した者に対する使用者 請求が認められるか否かについては、その前提として、雇用関係の終了後に競業避止義務を定める競業禁止特約の有効性が、いかなる場合に認められるのかが最も問題 な ところ、会社の技術的秘密を知る被用者の退職後における競業行為を禁止する旨の特 の有効性について、裁判所として正面から見据えて取り組んだ主要な裁判例としては、すでにフオセコ・ジヤパン・リミテイド・不正競業行為禁止仮処分命令事件判
決（７）
がある。
裁判所は本件判決におい 独自の「合理性」基準を定立して、右の問題の解決に向けて、道筋 つけた。そ 判示内容は次の通りである。すなわち、 「被用者に対し 退職後特定の職業につくことを禁ずる わゆ 競業禁止の特約は経済的弱者であ から生計の道を奪い、 その生存 脅かす虞があると同時 被用者の職業選択の自由を制限し、又競争の制限による不当な独占の発生する虞等を伴うからその特約締結につき合理的な事情の存在することの立証がないときは一応営業の自由に対する干渉とみなされ、特にその特約が単に 者 排除 抑制 目的とする場合には、公序良俗に反し無効であることは明らかである。 」と述べ、 「競業の制限が合理的範囲を超え、債権者（従業員）ら職業選択の自由等を不当に拘束し、同人の生存を脅か 場合には、 制限は、公序良俗 反し無効となるこ は言うまでもないが、こうした合理的範囲を確 す に当たっては、制限 期間、場所的範囲、制限の対象 なる職種の
100（3）
摂南法学第50 号〔2015.3〕




る限り、労働者の職業選択の自由を制限しても特約は有効であり得るというものである。こうして 競業禁止特約有効性については、 「合理性」 の基準のもと 、 合理的な制限の範囲内か否か、 その合理的範囲 確定 関心が払われる。右のフオセコ・ジヤパン・リミテイド事件判決にみ 競業禁止特約の有効性判断の枠組みにおける「合理性 なる基準は、一般的基準とし ともかく、抽象的・相対的な基準であり、 「基準」と呼べる かどうか別として、その後の同種の事案の判断でも踏襲されてきたところである。
とは言うものの、右判決のいう合理的な制限の範囲にとどまっている限り 労働者の職業選択の自由を制限しても


























こうした主題にあって、 被用者の退職後の競業避止義務については、 その根拠、 競業避止義務と秘密保持義務の内容、




競業避止義務と秘密保持義務という二つ 義務に対す 労働法の分野におけるこ までの関心の度合いは 異なってきた。この点について、競業避止義務と秘密保持 を比べ みる 、被用者の退職後の競業避止義務の方が、労働
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起業家精神に基づいたイノベーションを促進する方向で見直しを行うことが求められているように思われる。今後はこうした目的に沿う形で被用者が転職あるいは起業 しやすい法的環境を整えながら、わが国の経済を活性化させたり、経済の持つ潜在力を引き出したり、その可能性を広げることが課題となる。こ 点について、イノベーションは、わが国の 成長の源であって、被用者が転職あるいは起業が にくいような法的環境は、イノベーションが生まれにくい法的環境であると言えよう。
思うに、雇用関係の終了後の競業禁止特約は、革新に意欲的な被用者のイノベーションを脅かす事態を孕むだけで





























































の雇用契約は、極めて使用者よ に作られてお その結果として、競業禁止特約も、被用者の退職あるいは理由は何であれ、 の終了の際にも効果が及ぶことを意図してい 。雇用契約 こうした制限特 盛り込む多くの使用者は、使用者 出費で得られた顧客関係または事 上 ノウハウ ついて競争上優位な立場に立ち得るがゆえに、キーになる会社の幹部あるいは営業社員の予期せぬ退職や起業を妨げるため そ するわけである。一方、大多数の使用者は、被用者の退職の場合に比べて、被用者の解雇の場合の競業禁止特約 強制可能性について一見して関心がないようにもみら る。しかし、使用者は、退職被用者がもたらす脅威について過小評価しがちであっ 、以前の被用者が同業他社を起ち上げて初めて 顧客関係や「のれん（
goodw
ill ） 」についてどの程度脅威に晒されている























シークレット（営業秘密）法のもとで、競業禁止特約等の裁判例は、どの程度、影響を与えるであろう 。競業禁止特約等の規制が少なければそれだけ起業家精神 持った被用者の転職あるい 起 を促進する う 思わ もと
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業家精神を持った革新に意欲的な被用者の転職あるいは起業を促すように思われる。もとより、こうした見方には、反論あるいは議論を伴うところであろう。しかし、競業禁止特約はわが国において、知的財産法の一つと て、 「営業秘密」を保護する不正競争防止法による規制の代替的、補助的手段に ぎず、その有効性が不確実な契約手法であり、使用者が被用者との間で 業禁 特約を締結し、こうした特約に過度 依存することは、創造的な被用者が迅速かつ容易に同業他社へ転職あ いは同業他社を起業する際 妨げとなるものである。
第二に、わが国における雇用関係の終了後の競業禁止特約について 裁判所は、今日とは大きくか 離れた時代に




































防止法を含む知的財産法の規制の対象領域でもあるが、必ずしも、そ ようには理解されていないよう 思わ る。すなわち、 「営業秘密」を保護するための不正競争防止法上の厳格な要件が、競業禁止特約に関して満たされていかどうか疑問な裁判例もみられる。この点について、裁判所は、しばしば「営業秘密」にみるような知的財産権を根拠に競業禁止特約の有効性を判断す わけであるが、果たして と言えるよう 性質のものか、この点についてより検討を深めることが必要であると思われてならない。
ところで、被用者の退職後の競業避止義務を定める競業禁止特約の有効性に関しては、 「営業秘密」を保護するた



































競業行為の範囲、競業禁止期間、地域的限定、代償措置等の諸要素から総合的に判断してきたところ、右判決においては、 「営業秘密」を保護する不正競争防止法上の「営業秘密」の三要件を意識し つ、とりわけ、 「秘密管理性」の要件を満たさないもので から、結局、退職後、同種の事 を行ったこ が秘密保持義務違反 競業避止義務違反等に当たらないとされた点 、その特色が認められると に、注目 。
言うまでもなく、被用者の退職後に競業避止義務を負わせる競業禁止特約は、被用者が在職中に職務遂行上使用ま



































から知識・情報へ移行するに従って、高度な技能や専門性の高い知識・情報を持った被用者は人財として、使用者に対してますますその価値を高めてきた。しかし、科学技術の急速な進展は、有能な人材をより重要なものにすると同時に、被用者の持つ知識・情報や技能の陳腐化の進行を速めてきた。こうして 高度 技能や専門性の高い知識・情報を持った 重要性が高まる一方で、実用的な知識・情報はそれを用いることによって、いわゆる「消耗」が進む恐れがあることから、それを見越して被用者の移動は増える可能性もある。こうして、イノベーション競争の激しい時代の中、高度な技能や専門性の高い知識・情報を持った優秀な被用者を失わないために 使用者は、雇用関係の終了が任意であるか否 を問わず、被用者が同業他社へ転職したり、同業他社を起ち上げることを阻止するために、しばしば競業禁止特約をより所としてきた であ 。
しかしながら、すでに述べたように、競業禁止特約の解釈には予測可能性の欠如の問題を伴い、競業禁止特約の有





務と密接に関わる秘密保持義務につい その秘密の性質・範囲 価値、労働者の退職前の地位等の要素のほかに、被用者の持つ技能や知識・情報の急速な技術革新による「陳腐化」の 題 換言すれば、被用者 持つ技能や知識・情報の「有効期限（



































（３）学説・裁判例によれば、 不正競争防止法に定める営業秘密を 「使用」 した競業は、 同法の規制により、 契約上の根拠がない場合でも、






前掲水町勇一郎『労働法〔第四版〕 』 （有斐閣、二〇一二年）一三三頁は、競業行為に対する退職金の減額・不支給という措置について、 「この措置の適法性は、理論的には賃金（退職金）請求権の成否という、競業避止特約の有効性とは別次元の問題である。 」とされる。
（５）例えば、芦屋学院事件・大阪地判昭六三・九・九判時一三一四号一〇三頁〔至近距離において学習塾を経営したことが不法行為
に該当するとされた事例〕 、東京学習協力会事件・東京地判平二・四・一七労判五八一号七〇頁〔学年度途中で他 従業員をひきつれて学習塾を退職し、その近くに新たな学習塾を開校し、講師の大半をひき抜くとともに、生徒の多くを入会させた行為は就業規則上の就業避止義務に違反し 損害賠償を免れないとされた事例〕 、チェスコム秘書センター事件・東京地判平五・一・二八判時一四六九号九三頁〔電話転送器を利用して秘書代行業を営む会社の従業員が、退職後に同種の業務を営んだことが労働契約上の債務不履行に該当する た事例〕 、日本コンベンションサービス事件・大阪高判平一〇・五・二九労判七四五号四二頁〔退職した従業員が、同種の事業を営む新会社を設立したことにより会社 社会的、経済的信用が減少し 四〇〇万円の損害が生じたと て、新会社の設立に際し 忠実義務ないし誠実義務に違反して従業員の移籍の勧誘などを行った元取締役支社長および支社次長に対する損害賠償請求が 原審の判断 変更 て認められた事例〕 。これら 裁判例 対して 中部機械製作所事件・金沢地判昭四三・三・二七判時五二二号八三頁〔製品開発のた 迎えられた技術部設計課長の契約関係が請負でなく雇用とされ、退職した右課 競 避止義務がな して、損害賠償請求が棄却された事例〕 、港ゼミナール事件・大阪地判平一・一二・五判タ七四六号一八一頁〔学習塾のもと講師が、同塾の講師数名を雇って、至近距離において別の学習塾 開設し、営業行為を行ったこと 、不法行為に該当しないとされた事例〕 、西部商事事件・福岡地裁小倉支部判平六 四・一九労判一三六〇号四八頁、五四頁〔退職後の同業への就職を禁止する競 避止契約は有効に成立しているが 同業へ 就職及びそこでの営業活動が競業避止契約の債務不履行に当 ることを理由に損害賠償を求める請求は理由がないとさ 事例〕 、 等がある。
（６）東京リーガルマインド事件（東京地決平七・一〇・一六労判六九〇号七五頁）においては、退職後の競業避止義務の約定に基づ









一〇・一六労判 〇号七五頁、日本科学事件・大阪地判平一五・一・二二労判八四六号三九頁、トーレラザールコミュニケーションズ（業務禁止仮処分）事件・東京地決平一六・九 二二労 八八二号一九頁、Ａ特許事務所（就業禁止仮処分）事件・大阪地決平一七・一〇・二七労判九〇八号五七頁、すずらん介護サービス〔森田ケアーズ〕事件・東京地判平一八・九・四労判九三三号八四頁、ヤマダ電機（競業避止条項違反）事件・東京地判平一九・四・二四労判九四二号三九頁、アサヒプリテック事件・福岡地判平一九・一〇・五労判九五六号九一頁、三田エンジニアリング事件・東京地判平二一・一一 九労判一〇〇五号三〇頁、アメリカン・ライフ インシュアランス・カンパニー事件・東京地判平二四・一 一三労 〇四一号八二頁、関東工 事件・東京地判平二四・三・ 三 労働経済判例速報二 四四号二三頁。
（
10）前掲フオセコ・ジヤパン・リミテイド事件判決一三七六頁、前掲ダイオーズサービシース事件・東京地判平一四・八・三〇労判
八三八号三二頁、トータルサービス事件 東京地判平 〇・一一 八労 ・九八〇号五六頁 アイメックス事件・東京地判平一七・九・二七労判九〇九号五六頁、 フ チャイズ契約終了後の競業避止義務について、 エックスヴィン（ありがとう ービス）事件・大阪地判平 二・一・二五労判一〇一二号七四頁、等。
（
11）競業禁止特約の有効性を判断するに当たって、多数の裁判例は、競業行為を規制する使用者の正当な利益、労働者の退職前の



















道夫『労働契約法』 （有斐閣、二〇〇八 六一五頁、水町勇一郎『労働法』 （有斐閣、二〇一二年 二 荒木尚志『労働法〔第二版〕 』 （有斐閣、二〇 三年）二六〇頁以下 菅野和夫 労働法〔十版〕 』 （弘文堂、二〇 年）九十四頁、両角道代・森戸英幸・梶川敦子・水町勇一郎『労働法〔第二版〕 』 （有斐閣、二〇一三 二二四 等参照。
（
14）中小企業白書（中小企業庁編〔二〇一四年版〕一八一頁） 。同白書（一八七頁以下）によれば、ＯＥＣＤが行った起業家精神に
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 :The Enforceability of Restrictive C

























































































































ovenant as a C


























32）横地大輔「従業員等の競 避 義務等に関する諸論点について（上） 」判タ一三八七号（二〇一三年）五頁は、不正競争防止法
上の「営業秘密」に該当するものかどうかで、競業避止合意の有効性の要件が異なるとする裁判例として、前掲トータルサービス事件を挙げ、 「裁判例の一般的傾向としては、特に右の点を明確に意識す ことなく、また『営業秘密』か否かについて判断することなく、 使用者の保護利益の有無・程度を判断してい 。 」とする。そ 、 「競業避止義務の効力を認めた裁判例が『営業秘密』性を認定しているわけではないし、 『営業秘密』該当性がないことのみから合意 効力を否定した裁判例もないこ からすると、殊更『営業秘密』該当性そのものを争点とする必要はないと考えてよい。 」とする。
（
33）関東工業事件・東京地判平二四・三・一三・労働経済判例速報二一四四号二三頁以下。本件は、原告の従業員であった被告Ｂ・Ｃ・









（37）菅野和夫『労働法〔十版〕 』 （弘文堂、 二〇一三年）九十五頁、 荒木尚志『労働法〔第二版〕 』 （有斐閣、 二〇一三年）二六一頁、 等。
（
38）岩村正彦 「競業避止義務」 角田邦重ほか編 『労働法の争点 〔第三版〕 （二〇〇四年） 』 一四八頁は、 競業規制の合理性の評価にあたっ
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序章　アメリカにおける雇用関係終了後の競業禁止特約の研究
―判例法理の展開を中心に―
（41）
使用者の「営業秘密」について、それを特許申請するか、それとも競業禁止特約等により「営業秘密」として保護するかは、まさに当該企業の知的財産の戦略に関わる重要な問題にほかならない。
74（29）
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